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⑤電子委任状の取得
得

④電子委任状の
　　　閲覧法人Aの代理権

の授与を確認

法人A社長

電子委任状
取扱事業者

契約相手方（法人B）

①代理権の授与

②電子委任状の登録

③電子委任状の
保管

⑥契約の締結等
法人A社員

（社員への委任）

出典：制度検討WG第2回資料より

４．我が国のトラストサービスの状況
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機能 eIDAD法 公的個人認証法 電子署名法 商業登記に基づく
電子認証制度

電子委任状法

電子署名
(個人)

電子認証
(個人)

タイムスタンプ

法人格
(Leagal Entity)

eSeal

電子署名
(法人)

電子認証
(法人)

 我が国とEUの比較

４．我が国のトラストサービスの状況
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48出典：世界最先端IT国家創造宣言（概要） 「世界最先端IT国家創造宣言」（2016年５月20日 改定版）
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/dai69/siryou1_1.pdf

５．国家戦略に基づくSociety5.0の取組

（Sciety5.0等）

５．Society5.0へのトラストサービスの利活用



49出典：内閣府第５期科学技術基本計画概要資料より

科学技術基本計画について

平成２８年１月２２日（金）定例閣議案件

閣 議 決 定

http://www.kantei.go.jp/jp/kakugi/2016/kakugi-2016012201.html#minutes

５．Society5.0へのトラストサービスの利活用



50出典：内閣府第５期科学技術基本計画概要資料より

５．Society5.0へのトラストサービスの利活用
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 Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0（超スマート社会）プラットフォームイメージ

出典： 総合科学技術・イノベーション会議重要課題専門調査会
システム基盤技術検討会

５．国家戦略に基づくSociety5.0の取組５．Society5.0へのトラストサービスの利活用
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コンセプトを3大機能で実現
①データの円滑な共有(取得コストの低減) ⇒ 連携機能
②利便性の高いデータの共有(加工コストの低減) ⇒ 変換機能
③データの適切な共有(不安やリスクの低減) ⇒ セキュリティ機能

情報通信

電力

建設
製造 ガス 水

卸売小売

運輸

医療福祉
公務

農林漁

金融保険

不動産宿泊飲料
生活

教育学術

・・・

鉱 データ共有活用基盤

連携機能

変換機能

セキュリティ機能

・・・

【凡例】 データソース データ

 データ共有活用基盤の概念図

５．Society5.0へのトラストサービスの利活用

出典：内閣府データ共有活用基盤研究会より
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 データ共有活用基盤のAPI方式

５．Society5.0へのトラストサービスの利活用

出典：内閣府データ共有活用基盤研究会より
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 API方式
データ共有活用基盤を通じてたシステムの情報や機能等を利用する仕組

出典：政府CIOポータル「標準ガイドライン群取り込み予定ガイド等」より
https://cio.go.jp/guides

５．Society5.0へのトラストサービスの利活用
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セキュアデータの分類
国家間や重要インフラシステム間等での情報共有をする際、機密情報分類の
整合性が必要

出典： NISPOM Appendix B  https://en.wikipedia.org/wiki/Classified_information

Top Secret Secret Confidential Restricted

Japan 機密
Kimitsu

極秘
Gokuhi

秘
Hi

取り扱い注意
Toriatsukaichuui

US Top Secret Secret Confidential For Official Use 
Only

UK TOP SECRET SECRET OFFICIAL-
SENSITIVE OFFICIAL

EU EU TOP SECRET EU SECRET EU 
CONFIDENTIAL EU RESTRICTED

５．Society5.0へのトラストサービスの利活用

https://en.wikipedia.org/wiki/Classified_information
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セキュアデータへのアクセス制御

正当な人物が正当なレベルのセキュアデータへアクセス可能

Identify → authentication → authorization

機密情報

極秘情報

秘情報

取り扱い情報

A

B

アクセス制御を実施

５．Society5.0へのトラストサービスの利活用
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 セキュアデータ共有活用基盤のアクセス制御＆API方式

アクセス制御

５．Society5.0へのトラストサービスの利活用

出典：内閣府データ共有活用基盤研究会より
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 アクセス制御＆API方式
セキュリティの観点から、API方式を利用する際は、利用者のアクセス制御が必要

・・・

A社

B社

C社

D社

E社

認証基盤
(Authentication)
〔補足〕クレデンシャル

権限管理
(Authorization)
〔補足〕プロビジョニング

コラボレーション環境

コラボレーション
サイト①

コラボレーション
サイト②

・・・

×
クレデンシャル不所持

×C社は企業コラボレーションサイト①へのアクセス権限が与えられていない

コラボレーションサイトは、企業間での共同作業を
可能とする環境を提供する。具体的には、ファイル共有、
文書管理、ネット会議、プロセス管理、ルーティング、
製品デザイン等のサプライチェーンでのリアルタイムでの
情報のやり取りや共同作業を可能とする。

※米国では、A&D業界を対象としてExostar社が
ForumPassというソリューションを提供している。

セ
キ
ュ
ア
デ
ー
タ
共
有
活
用
基
盤

A
P
I

５．Society5.0へのトラストサービスの利活用
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電子政府

B to B
SCM
部品調達
貿易
金融

Ｐ Ｋ Ｉ

法制度
の整備

暗号技術
の発達

ネットワーク化
の進展

認証局
電子認証

B to C

運用
電子署名

A国

B国

C国

国
際
間
相
互
接
続

国際的に電子政府、電子商取引の動きが急速に拡大
社会インフラ（PKI）の早期連携

SCM:Supply Chain Management

６．トラストサービスの国際連携構想
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 Concept of trust services by international mutual recognition

Japan

JBCA
Cross Certification(CC)

US

CBCA

FBCA

SAFE・・・

JPKI
BCA

GPKI
BCA

LGPKI
BCA

Aerospace
industry

BCA

Power
industry

BCA

Automotive
industry

BCA

CA for private sector
(Bridge-Type)

・・・

T-RCA

CA for private sector
(Trust-List-Type)

Trust
List

Commercial
BCA

CA for public sector

EU

F-TL

EULoTL

G-TL・・・

GSA DG CONNECT

Cross Certification(CC)

Government CIO / NISC / MIC / METI

６．トラストサービスの国際連携構想



62

Judith Spencer(CertiPath), David Simonetti (SafeBioPharma), Patrick Pattarson(A4A, Carillon)

•EU (3 people)
Nick Pope (Security and Standerds Associates), Arno Fiedler (Nimbus), Olivier Delos (Sealed)

•Japan (3 people)
Soshi Hamaguchi (Keio University), Kazuo Noguchi (Keio University), Atsushi Inaba (GMO Global 

Sign)

•Others
Kirk Hall (CA/B Forum, Entrust Data Card)

 International Mutual Recognition Technical WG (IMRT-WG)

 A Technical Working Group (WG) for international mutual recognition is to
be formed by Keio University. The WG will consist of three technical experts
each from US, EU, and Japan, and also one technical expert each from the
CA/B Forum.

•Chair Satoru Tezuka (Keio University)

•US (3 people)

６．トラストサービスの国際連携構想


